
『『『『医師確保計画医師確保計画医師確保計画医師確保計画』』』』（＝医療計画に記載する「医師の確保に関する事項」）の策定の策定の策定の策定医師偏在指標の大小、将来の需給推計などを踏まえ、地域ごとの医師確保の方針を策定。・ 短期的に医師が不足する地域では、医師が多い地域から医師を派遣し、医師を短期的に増やす方針とする・中長期的に医師が不足する地域では、地域枠・地元出身者枠の増員によって医師を増やす方針とする 等 医師の確保の方針を踏まえ、目標医師数を達成するための具体的な施策を策定する。・ 大学医学部の地域枠を15人増員する・ 地域医療対策協議会で、医師多数区域のA医療圏から医師少数区域のB医療圏へ10人の医師を派遣する調整を行う等
医師の確保の方針 目標医師数を達成するための施策(例)

医師の偏在の状況把握医師の偏在の状況把握医師の偏在の状況把握医師の偏在の状況把握

* 2020年度からの最初の医師確保計画のみ４年（医療計画全体の見直し時期と合わせるため）

国は、都道府県に医師確保計画として以下の内容を策定するよう、ガイドラインを通知。

都道府県による医師の配置調整のイメージ
（三次医療圏、二次医療圏ごとに策定）

医師多数区域・医師少数区域の設定全国の335二次医療圏の医師偏在指標の値を一律に比較し、上位の一定の割合を医師多数区域、下位の一定の割合を医師少数区域とする基準を国が提示し、それに基づき都道府県が設定する。医師偏在指標の算出三次医療圏・二次医療圏ごとに、医師の偏在の状況を全国ベースで客医師の偏在の状況を全国ベースで客医師の偏在の状況を全国ベースで客医師の偏在の状況を全国ベースで客観的に示す観的に示す観的に示す観的に示すために、地域ごとの医療ニーズや人口構成､医師の性年齢構成等を踏まえた医師偏在指標医師偏在指標医師偏在指標医師偏在指標の算定式を国が提示する。・ 医療需要（ニーズ）及び将来の人口・人口構成の変化・ 患者の流出⼊等・ へき地等の地理的条件 ・ 医師の性別・年齢分布・ 医師偏在の種別（区域、診療科、⼊院／外来）
（例）

医師多数区域医師少数区域都道府県医師が多い地域から少ない地域に医師が配置されるような取組を実施 可視化された客観的なデータに基づき、効果的な施策⽴案を実施３年３年３年３年

****
ごとに、都道府県において計画を見直し（ごとに、都道府県において計画を見直し（ごとに、都道府県において計画を見直し（ごとに、都道府県において計画を見直し（PDCAPDCAPDCAPDCAサイクルの実施）サイクルの実施）サイクルの実施）サイクルの実施）

全国335医療圏医師偏在指標医療圏の順位 335位 334位 333位 ３位 ２位 １位小小小小 大大大大下位33.3％⇒医師少数区域 上位33.3％⇒医師多数区域・・・
背景背景背景背景

・ 人口10万人対医師数は、医師の偏在の状況を十分に反映した指標となっていない。
・ 都道府県が主体的・実効的に医師確保対策を⾏うことができる体制が⼗分に整っていない。

医師偏在指標で考慮すべき「５要素」
確保すべき医師の数の目標

（目標医師数）（三次医療圏、二次医療圏ごとに策定）医師確保計画策定時に、３年間の計画期間の終了時点で確保すべき目標医師数を、医師偏在指標を踏まえて算出する。

医師確保計画を通じた医師偏在対策について 資料３
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医師偏在指標について 医師少数区域（医師偏在指標が下位33.3%以下の三次医療圏）医師多数区域（医師偏在指標が上位33.3%以上の三次医療圏） 奈良県は全国18位

133

37位中和医療圏 75位奈良医療圏48位東和医療圏 位西和医療圏位南和医療圏115

112位
医師多数区域（1位〜112位） 医師少数区域（224位〜335位）

二次医療圏 224位

242.5

290.1 274.7 233.3 199.0 191.8

133 医師少数区域となった場合、トップとなるよう目標設定
本県は「医師少数でも多数でもない都道府県」に該当し、県内に医師少数区域もないが、医師少数スポットの設定を
活用し、地域の実態に合った確保を図る方針。 ２
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